
 

 

 
2026年４月14日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 テ ィ ー ケ ー ピ ー 

代表者名 代表取締役社長  河 野 貴 輝 

(コード番号：3479 東証グロース) 

 問合せ先 取締役ＣＦＯ   中 村 幸 司 

( T E L .  0 3 － 5 2 2 7 － 7 3 2 1 ) 

 

株式会社識学との資本業務提携契約の一部変更、 

第三者割当による自己株式処分の引受及び株式の買集め行為に該当する 

株式取得に関するお知らせ 
 

当社は、2026年４月14日の取締役会において、以下のとおり、株式会社識学（以下「識学」）との間で

2023年１月20日付で締結した資本業務提携契約（以下「本資本業務提携契約」といい、同契約に基づく業務

提携を「本業務提携」）の内容を一部変更するとともに、識学が第三者割当により処分する自己株式を引き受

けること（以下「本取引」）、を決議いたしましたので、お知らせいたします。本取引は議決権ベースで５％以

上の取得となり、金融商品取引法第167条第１項及び同法施行令第31条に規定する「公開買付けに準ずる行

為として政令で定める買集め行為」に該当するため、この点も併せてお知らせいたします。 

 

 

記 

 

１．本業務提携の目的 

 当社は、遊休不動産を活用して空間を再生し、付加価値を加えた総合的な空間サービスを法人向けに提供

する、空間再生流通事業を展開しております。全国に貸会議室や宿泊研修施設を運営し、国内大企業を中心

に年間利用顧客数約 30,000 社の法人顧客基盤を有しております。「持たざる経営」「強固な事業基盤」「サー

ビスの汎用性」「ブランド力」を事業戦略の強みに、既存事業のさらなる強化を図りながら、「再生」を軸に

周辺事業を取り込み、企業価値の最大化を目指しております。 

他方で、識学は、「識学を広める事で人々の持つ可能性を最大化する」を理念とし、「意識構造」に着目

した独自理論を組織マネジメントに応用した同社の独自メソッド「識学」を用いた組織コンサルティング事

業を展開しており、その他顧客基盤を活用した周辺事業も行っております。 

本資本業務提携契約の内容の一部変更により、当社の有する豊富な顧客基盤・全国のスペースネット

ワークと、識学の有するＶＣファンド事業、ハンズオン支援ファンド事業における投資先支援のノウハウを

相互に活用することで、当社及び識学の事業を拡大し、さらなる成長を図ることで企業価値向上を目指して

まいります。 

 

２．本業務提携及び資本提携の内容 

（１）本業務提携の内容 

・本資本業務提携契約の内容の一部変更により、本業務提携の内容が以下のとおり変更されていま

す（変更箇所に下線を付しております。）。 

（変更前） 

①小規模～大規模研修サービスの共同開発やその認知度向上のためのマーケティング活動などを含

めた販売提携に関する事業 
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②ハンズオン支援ファンド・ＶＣファンドの組成や「Ｍ＆Ａ仲介サービス」の拡充などにおける協

業に関する事業 

 

（変更後） 

①小規模～大規模研修サービスの共同開発やその認知度向上のためのマーケティング活動などを含

めた販売提携に関する事業 

②ハンズオン支援ファンド・ＶＣファンドの組成や「Ｍ＆Ａ仲介サービス」の拡充などにおける協

業に関する事業 

③相手方に対する顧客紹介を含む各当事者が提供するコンサルティングサービスの拡充および協業 

（２）資本提携の内容 

・当社は、本取引により、識学普通株式725,021株を引き受けます。 

（３）取締役候補者の推薦 

・当社は、本取引以降最初に開催される識学の株主総会において可決されることを前提に、本業務提

携を推進することを主な目的として、当社より１名を取締役候補者として推薦することを予定して

おります。当該取締役候補者が識学の取締役に任命された場合、本取引により当社が保有する識学

の議決権は 20％未満となる予定でありますが、当社は識学に重要な影響力を有し、識学の営業及

び財務の方針に重要な影響を与えることになることから、識学は当社の関連会社となる見込みです。 

 

３．割当予定元の概要  

（１） 名 称 株式会社識学 

（２） 所 在 地 東京都品川区大崎2-9-3 大崎ウエストシティビル1階 

（３） 代 表 者 の役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 安藤 広大 

（４） 事 業 内 容 「識学」を使った経営、組織コンサルティング 

「識学」を使った従業員向け研修 

「識学」をベースとしたwebサービスの開発、提供 

「識学」関連書籍の出版 

（５） 資 本 金 10,252千円（2025年11月30日時点） 

（６） 設 立 年 月 日 2015年３月 

（７） 大株主及び持ち株比率 

( 第 三 者 割 当 後 ) 

安藤 広大 22.30％ 

株式会社ティーケーピー 17.36％ 

株式会社ＡＲＳ 12.26％ 

福冨 謙二 9.49％ 

NOMURA PB NOMINEES LIMITED OMNIBUS-MARGIN(CASHPB) 

（常任代理人 野村證券株式会社） 
2.77％ 

梶山 啓介 1.71％ 

従業員持株会 1.12％ 

NOMURA INTERNATIONAL PLC A/C JAPAN FLOW 0.98％ 

株式会社五十畑 

代表取締役 五十畑 理央 
0.60％ 

株式会社カーセブンデジタルフィールド 

代表取締役 井上 貴之 
0.42％ 

（８） 
上 場 会 社と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資本関係 当該会社の普通株式860,500株を保有しております。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 
当該会社は、当社との間に、貸会議室の利用等の取引関

係があります。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2023年２月期 2024年２月期 2025年２月期 



 

 

連 結 純 資 産 2,962百万円 3,085百万円 3,437百万円 

連 結 総 資 産 4,724百万円 4,560百万円 4,895百万円 

１ 株 当 た り 

連 結 純 資 産 
266.49円 254.58円 292.55円 

連 結 売 上 高 4,458百万円 4,829百万円 5,369百万円 

連 結 営 業 利 益 

又 は 営 業 損 失 （ ▲ ） 
▲57百万円 ▲113百万円 330百万円 

連 結 経 常 利 益 

又 は 経 常 損 失（ ▲ ） 
▲73百万円 ▲111百万円 356百万円 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 

又 は 当 期 純 損 失 （ ▲ ） 

▲252百万円 ▲97百万円 426百万円 

１ 株 当 た り 

連 結 当 期 純 利 益 
▲31.18円 ▲11.13円 50.06円 

１ 株 当 た り 配 当 金 -円 -円 -円 

（注）株式会社ＡＲＳは当該会社代表取締役社長安藤広大の資産管理会社であります。 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 

異動前の所有株式数 860,500株 

（議決権の数：8,605個） 

（議決権所有割合：10.23％） 

（２） 
取得株式数 725,021株 

（議決権の数：7,250個） 

（３） 取得価額 585,091,947円（１株あたり：807円） 

（４） 

異動後の所有株式数 1,585,521株 

（議決権の数：15,855個） 

（議決権所有割合：17.36％） 

 

５．日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2026年４月14日 

（２） 契 約 締 結 日 2026年４月14日 

（３） 株 式 引 受 実 行 日 2026年４月30日（予定） 

 

 

６．今後の見通し 

 本件による、当社業績（2026 年４月 14 日発表）への影響につきましては、現在精査中であり、開示すべ

き事項が発生いたしましたら、速やかに開示いたします 

 

以 上 


